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浜銀ＴＴ証券株式会社

17,559,473 5,791,120

11,027,525 1,002,190

4,100,000 信 用 取 引 借 入 金 911,672

640,847 信用取引貸証券受入金 90,517

1,002,190 4,219,420

信 用 取 引 貸 付 金 911,672 98,359

信用取引借証券担保金 90,517 16,959

480,000 240,708

2,484 211,000

12,329 2,482

164,284

129,812 64,253

64,253

281,256

64,329 18,666

建 物 35,084 18,666

器 具 ・ 備 品 29,244

5,874,040

32,346

ソ フ ト ウ エ ア 27,170 11,966,690

電 話 加 入 権 5,176 3,307,980

電 話 専 用 施 設 利 用 権 0 3,577,286

資 本 準 備 金 3,307,980

184,581 そ の 他 資 本 剰 余 金 269,306

長 期 差 入 保 証 金 113,310 5,081,423

長 期 前 払 費 用 2,124 そ の 他 利 益 剰 余 金 5,081,423

繰 延 税 金 資 産 69,145 繰 越 利 益 剰 余 金 5,081,423

11,966,690

17,840,730 17,840,730

無 形 固 定 資 産

資 本 金

資 本 剰 余 金

資　  産   合　  計 負 債 ・ 純資産 合 計

利 益 剰 余 金

純　資　産　合　計

投 資 そ の 他 の 資 産

固 定 負 債

退 職 給 付 引 当 金

特 別 法 上 の 準 備 金

負  　債　  合　  計

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

株　主　資　本

賞 与 引 当 金

役 員 賞 与 引 当 金

短 期 貸 付 金

前 払 費 用

金融商品取引責任準備金

未 収 入 金

未 収 収 益

純　　資　　産　　の　　部

貸　借　対　照　表
2019年3月31日

(単位：千円）
資    　産　    の　    部 負    　債    　の    　部

金 　　　額 科    　　　目科    　　　目 金 　　　額

未 払 費 用短 期 差 入 保 証 金

流 動 資 産 流 動 負 債

信 用 取 引 負 債現 金 ・ 預 金

預 託 金

約 定 見 返 勘 定

未 払 金

信 用 取 引 資 産 預 り 金

受 入 保 証 金
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浜銀ＴＴ証券株式会社

損　益　計　算　書
自 2018年 4月 1日
至 2019年 3月31日

（単位：千円）

金　　　　額

営業収益 5,515,119

受入手数料 3,552,102

委託手数料 1,346,084
募集･売出し・特定投資家向け
売付け勧誘等の取扱手数料 930,760

その他の受入手数料 1,275,257

トレーディング損益 1,938,670

金融収益 24,346

金融費用 14,361

純営業収益 5,500,758

販売費・一般管理費 4,842,426

取引関係費 1,519,380

人件費 1,913,344

不動産関係費 308,743

事務費 911,217

減価償却費 61,848

租税公課 68,078

その他 59,813

営業利益 658,331

営業外収益 5,127

雑収入 5,127

営業外費用 493

雑損失 493

経常利益 662,966

特別損失 0

固定資産除却損 0

税引前当期純利益 662,966

法人税、住民税及び事業税 176,427

法人税等調整額 44,432

当期純利益 442,105

科　　　　　　　　目
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浜銀ＴＴ証券株式会社

株主資本等変動計算書
（2018年4月1日～2019年 3月31日）

(単位：千円）

その他 資本剰余金

資本剰余金 合　　計 繰越利益剰余金

3,307,980 3,307,980 269,306 3,577,286 5,319,717 12,204,984 12,204,984

剰 余 金 の 配 当 △ 680,400 △ 680,400 △ 680,400

当 期 純 利 益 442,105 442,105 442,105

― ― ― ― △ 238,294 △ 238,294 △ 238,294

3,307,980 3,307,980 269,306 3,577,286 5,081,423 11,966,690 11,966,690当 期 末 残 高

その他利益
剰余金

当 期 首 残 高

当 期 変 動 額

当 期 変 動 額 合 計

株　　　主　　　資　　　本

純資産合計
資　本　金

資　本　剰　余　金 利益剰余金

株主資本合計
資本準備金
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浜銀ＴＴ証券株式会社 

個 別 注 記 表 

 

［重要な会計方針に係る事項に関する注記］ 

 

１．固定資産の減価償却の方法 

（１）有形固定資産 

定率法を採用しております。ただし、建物（2016 年４月１日以後に取得した建物附属設備

及び構築物を含む）については、定額法を採用しております。 

（２）無形固定資産 

自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法

を採用しております。 

（３）長期前払費用 

毎期均等償却によっております。 

 

２．引当金の計上基準 

（１）賞与引当金 

従業員に対する賞与の支給に備えるため、支給見込額のうち当事業年度に帰属する額を計

上しております。 

（２）役員賞与引当金 

役員に対する賞与の支給に備えるため、支給見込額のうち当事業年度に帰属する額を計上

しております。 

（３）退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における自己都合退職による期末要支給額

を計上しております。 

 

３．特別法上の準備金の計上基準 

金融商品取引責任準備金 

有価証券の売買その他の取引等に関して生じた事故による損失に備えるため、金融商品取

引法第 46 条の５及び金融商品取引業等に関する内閣府令第 175 条の規定に基づき計上して

おります。 

 

４．消費税等の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。 
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［表示方法の変更に関する注記］ 

 

（「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」の適用に伴う変更） 

「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号 平成30年２月16日）を当事

業年度から適用し、繰延税金資産は投資その他の資産の区分に表示する方法に変更しました。 

 

［貸借対照表に関する注記］ 

 

１．担保等として差入れをした有価証券及び差入れを受けた有価証券の時価額 

（１）担保等として差入れをした有価証券の時価額 

信用取引貸証券 78,471 千円 

信用取引借入金の本担保証券 838,007 千円 

（２）担保等として差入れを受けた有価証券の時価額 

信用取引貸付金の本担保証券 838,007 千円 

信用取引借証券 78,471 千円 

受入保証金代用有価証券 890,740 千円 

 

２．有形固定資産の減価償却累計額 

建物 93,208 千円

器具備品 221,051 千円

計 314,259 千円

 

３．関係会社に対する金銭債権及び金銭債務 

短期金銭債権 8,698,234 千円

長期金銭債権 24,428 千円

短期金銭債務 127,860 千円

 

［損益計算書に関する注記］ 

 

関係会社との取引高 

営業取引による取引高 販売費・一般管理費 2,393,512 千円

 金融収益 1,546 千円
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［株主資本等変動計算書に関する注記］ 

 

１．当事業年度末における発行済株式の総数 普通株式 600 株 

 

２．当事業年度中の配当金支払額 

（１）株式の種類 普通株式 

（２）配当金の総額 680,400 千円 

（３）配当の原資 利益剰余金 

（４）一株当たりの配当額 1,134,000 円 

（５）基準日 2018 年３月 31日 

（６）効力発生日 2018 年６月 26日 

 

［税効果会計に関する注記］ 

 

繰延税金資産の主な原因別の内訳 

賞与引当金 64,566 千円 

役員賞与引当金 759 千円 

事業税等その他 1,591 千円 

未払監査報酬否認  1,511 千円 

未払宣伝広告費等 716 千円 

退職給付引当金 19,661 千円 

金融商品取引責任準備金 5,711 千円 

繰延税金資産小計 94,519 千円 

評価性引当額 △25,373 千円 

繰延税金資産合計 69,145 千円 
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［金融商品に関する注記］ 

 

１．金融商品の状況に関する事項 

当社は資金運用の基本方針を６か月ごとにリスク管理委員会で見直しており、当事業年度につ

いては、運用対象を短期的な預金等に限定しております。 

信用取引貸付金は金融商品取引所の制度信用取引にかかわるものに限定しており、信用取引借

入金で同額を調達しております。 

当社は金融商品取引業等に関する内閣府令第 178条の第２項に従い、市場リスク相当額および

取引先リスク相当額を営業日ごとに把握しております。また、それぞれのリスク枠を取締役会で

決定しております。 

 

２．金融商品の時価等に関する事項 

2019 年３月 31日（当事業年度の決算日）における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額

については、次のとおりであります。 

（単位：千円） 

 貸借対照表計上額(*) 時価(*) 差額 

(1) 現金・預金 

(2) 預託金 

(3) 信用取引貸付金 

(4) 信用取引借入金 

(5) 預り金 

11,027,525

4,100,000

911,672

（911,672）

（4,219,420）

11,027,525

4,100,000

911,672

（911,672）

（4,219,420）

―

―

―

―

―

(*)負債に計上されているものについては、（ ）で示しております。 

 

(注)金融商品の時価の算定方法 

（1）現金・預金、（2）預託金、（3）信用取引貸付金、（4）信用取引借入金、（5）預り金 

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額に

よっております。 
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［関連当事者との取引に関する注記］ 

 

１．親会社及び法人主要株主等 

(単位：千円) 

属性 会社等の名

称 

議決権等の 

被所有割合 

関連当事者と

の関係 

取引の内容 取引金額 科目 期末残高 

親会社 

 

 

 

 

株式会社横

浜銀行 

直接 60％ 金融商品仲介

業務の委託 

 

出向社員の受

入れ 

紹介手数料

等の支払（注

1） 

人件費の支

払（注 2） 

1,076,760

579,666

未払費用 

 

 

  － 

127,860

 

 －  

その他

の関係

会社 

 

東海東京ﾌｨ

ﾅﾝｼｬﾙﾎｰﾙﾃﾞ

ｨﾝｸﾞｽ株式

会社 

直接 40％ 出向社員の受

入れ 

 

人件費の支

払（注 2） 

595,543   － －  

取引条件及び取引条件の決定方針等 

（注１）紹介手数料等については、その業務内容を踏まえ、当社と株式会社横浜銀行が適正と判断する料

率を決定しております。 

（注２）人件費については、当社の給与規程等に照らして適正と判断する額に決定しております。 

（注３）取引金額には消費税額等を含めておりません。期末残高には消費税等を含めております。 

 

２．兄弟会社等 

（単位：千円） 

属性 会社等の

名称 

議決権等の 

被所有割合 

関連当事者と

の関係 

取引の内容 取引金額 科目 期末残高

その他の関係

会社の子会社 

東海 東京

証券 株式

会社 

 

なし 

 

 

金融商品の販

売委託 

 

信用取引の取

次ぎ 

その他受入

手数料の受

取（注 1） 

短期差入保

証金の差入

れ(注 2) 

770,986

 

 

480,000

未 収 収 

益 

 

短 期 差

入 保 証

金 

9,009

480,000

東海 東京

ビジ ネス

サー ビス

株式会社 

なし 事務委託契約

の締結 

事務委託費

の支払（注 3）

846,768 未 払 費 

用 

88,826

取引条件及び取引条件の決定方針等 

（注１）金融商品の販売委託にかかる受入手数料については、その業務内容を踏まえ、当社と東海東京証 

券株式会社が適正と判断する料率を決定しております。 

（注２）短期差入保証金については、その業務内容を踏まえ、当社と東海東京証券株式会社が適正と判断

する証拠金率で差入れております。 

（注３）事務委託費については、その業務内容を踏まえ、他の取引先と同等の条件に決定しております。 

（注４）取引金額には消費税額等を含めておりません。期末残高には消費税等を含めております。 
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［１株当たり情報に関する注記］ 

 

１．１株当たり純資産額 19,944,483円99銭 

２．１株当たり当期純利益 736,843円27銭 

 

以 上 


